
※Q1の回答は担当者の個⼈情報であるため省略
Q5

Q4でその他を選択した場合には回答を

お願いします。

防災・危機管

理部局職員総

数（人）

うち女性人数

（人）

はい いいえ Q3で「いい

え」と回答

（取組をして

いない）

「災害対応力

を強化する女

性の視点～男

女共同参画の

視点からの防

災・復興ガイ

ドライン～」

を教材として

活用した。

「災害対応力

を強化する女

性の視点」実

践的学習プロ

グラム（令和

３年５月）を

教材として活

用した。

研修・訓練の

企画から実施

まで、男女共

同参画担当部

局と防災・危

機管理担当部

局が連携して

取り組んだ。

男女共同参画

部局または男

女共同参画セ

ンターの職員

が講師を務め

た。

男女共同参画

部局、防災・

危機管理担当

部局以外の、

災害対応を行

う部局（福

祉・教育・保

健担当等）の

職員が参加し

た。

新人研修や管

理職研修等の

中で「男女共

同参画の視点

からの防災」

のテーマを内

容に含めた。

所管の市町村

職員向けに研

修をした。

その他

北海道 61 6 〇 〇
⻘森県 58 4 〇 〇
岩⼿県 71 16 〇 〇
宮城県 73 11 〇 〇
秋⽥県 53 2 〇 〇
⼭形県 25 2 〇 〇
福島県 84 9 〇 〇 〇 〇
茨城県 62 4 〇 〇
栃⽊県 36 3 〇 〇 〇 〇 〇
群⾺県 31 2 〇 〇
埼⽟県 39 5 〇 〇 〇 〇 〇
千葉県 71 10 〇 〇 〇 〇
東京都 141 31 〇 〇 〇
神奈川県 89 8 〇 〇 〇 〇 〇 講師には、好事例を講義いただける県外

市町村と内閣府男⼥共同参画局でアドバ
イザー派遣事業を利⽤し、外部講師を招
き、県内市町村(政令指定都市を含む)の
男⼥共同参画部局及び防災部局職員を対
象に「男⼥共同参画の視点からの防災」
をテーマに研修を⾏った。

新潟県 65 9 〇 〇 〇 〇 「地域における男⼥共同参画促進を⽀援
するためのアドバイザー派遣事業」（内
閣府）により派遣されたアドバイザーが
講師を務めた。

富⼭県 16 2 〇 〇
⽯川県 51 3 〇 〇
福井県 39 5 〇 〇 〇
⼭梨県 21 1 〇 〇
⻑野県 32 6 〇 〇 〇 〇 〇
岐⾩県 44 4 〇 〇
静岡県 129 12 〇 〇 〇 〇
愛知県 70 11 〇 〇
三重県 62 9 〇 〇
滋賀県 26 5 〇 〇
京都府 43 5 〇 〇 〇 〇 〇
⼤阪府 72 7 〇 〇
兵庫県 66 12 〇 〇
奈良県 28 3 〇 〇
和歌⼭県 48 3 〇 〇
⿃取県 43 7 〇 〇
島根県 50 4 〇 〇 〇 〇
岡⼭県 21 2 〇 〇 〇 〇 〇 〇
広島県 49 5 〇 〇
⼭⼝県 25 3 〇 〇 被災市町村応援職員向けの災害時⽀援研

修において、⼥性への配慮について説明
徳島県 60 11 〇 〇
⾹川県 31 4 〇 〇
愛媛県 20 4 〇 〇
⾼知県 77 6 〇 〇
福岡県 41 6 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
佐賀県 35 5 〇 〇
⻑崎県 35 2 〇 〇 〇 〇
熊本県 27 3 〇 〇
⼤分県 37 5 〇 〇
宮崎県 28 4 〇 〇
⿅児島県 67 7 〇 〇 〇 〇 〇
沖縄県 24 3 〇 〇

地⽅公共団体名

本庁の行政職員のうち、防
災・危機管理部局に配置され
ている女性職員の状況を教え
てください。（令和５年12月

31日現在）

令和５年１月１日から令和５
年12月31日までの間に、職員
に対し、「男女共同参画の視
点からの防災」をテーマにし
た研修・訓練を1回以上実施
しましたか？

職員に対し、「男女共同参画の視点からの防災」をテーマにした研修・訓練を実施するにあたり、どのような取組を行いましたか？

Q2 Q3 Q4



Q9

Q8でその他を選択した場

合には回答をお願いしま

す。

防災会議委員の

総数（人）

女性委員数

（人）

はい いいえ Q7で「いいえ」

と回答（取組を

していない）

防災会議の委員

に関する条例を

改正した。

５号委員につい

て、庁内職員を

任命する際に

は、職位に関わ

らず積極的に女

性職員を登用し

た。

７号委員につい
て、指定公共機
関又は指定地方
公共機関から女
性の役員又は職
員を登用した。

８号委員につい

て、自主防災組

織を構成する者

又は学識経験の

ある者のうち、

女性を積極的に

登用した。

専門性を有する

女性の人材リス

トを作成し、関

係団体への女性

委員の推薦を要

請した。

委員の交代時

に、女性の積極

的な推薦を文書

で依頼したり、

個別に働きかけ

たりした。

その他

北海道 69 11 〇 〇 〇 〇
⻘森県 58 13 〇 〇 〇
岩⼿県 77 12 〇 〇
宮城県 60 15 〇 〇 〇 〇
秋⽥県 61 7 〇 〇 〇 実質的な修正事務を⾏う

防災会議の幹事に積極的
に⼥性を任命した。

⼭形県 62 7 〇 〇
福島県 54 9 〇 〇 〇 〇 〇
茨城県 52 14 〇 〇 〇 〇
栃⽊県 56 10 〇 〇 〇 〇
群⾺県 53 9 〇 〇 〇 〇 〇 職指定ではない1号委員及

び７号委員の構成団体に
対して、⼥性委員の推薦
を依頼した。

埼⽟県 72 22 〇 〇 〇 〇
千葉県 53 11 〇 〇 〇 〇
東京都 89 25 〇 〇 〇
神奈川県 57 10 〇 〇 〇 〇
新潟県 75 14 〇 〇 〇
富⼭県 67 12 〇 〇 〇 〇 〇
⽯川県 70 14 〇 〇 〇
福井県 52 20 〇 〇 〇 〇
⼭梨県 63 3 〇 〇
⻑野県 79 16 〇 〇 〇 〇
岐⾩県 60 14 〇 〇 〇 〇 〇
静岡県 61 11 〇 〇 〇
愛知県 71 8 〇 〇 〇 〇 〇 指定公共機関、指定地⽅

⾏政機関等における役職
への⼥性登⽤状況等を調
査し、⼥性委員推薦の可
能性のある機関に対し
て、個別の働きかけを
⾏った。

三重県 65 9 〇 〇 〇
滋賀県 77 36 〇 〇 〇 〇 〇
京都府 65 13 〇 〇 〇
⼤阪府 63 10 〇 〇
兵庫県 59 12 〇 〇 〇 〇
奈良県 61 8 〇 〇 〇
和歌⼭県 56 9 〇 〇 〇
⿃取県 69 28 〇 〇
島根県 72 29 〇 〇 〇 〇 7号委員の推薦依頼にあた

り、⼥性の登⽤を促し
た。

岡⼭県 60 9 〇 〇
広島県 73 20 〇 〇 〇 〇 〇 〇
⼭⼝県 60 10 〇 〇 〇 〇 〇
徳島県 81 41 〇 〇 〇 〇 〇
⾹川県 60 11 〇 〇 〇 〇 〇
愛媛県 61 7 〇 〇
⾼知県 60 10 〇 〇 〇
福岡県 61 16 〇 〇 〇 〇 〇
佐賀県 71 19 〇 〇
⻑崎県 68 9 〇 〇 〇
熊本県 69 24 〇 〇 〇 〇 〇
⼤分県 60 14 〇 〇 〇 〇 〇
宮崎県 54 8 〇 〇 〇
⿅児島県 57 17 〇 〇 〇 〇 〇
沖縄県 56 12 〇 〇

地⽅公共団体名

地方防災会議の委員の人数（委
員長を含む）について教えてく
ださい。（令和５年12月31日現

在）

地方防災会議に女性委員を増や

すための取組をしていますか？
地方防災会議に女性委員を増やすためにどのような取組を行っていますか？

Q6 Q7 Q8



Q12

Q11でその他を選択した場合には回答をお願いします。

はい いいえ Q10で「いい

え」と回答

（取組をして

いない)

防災・危機管

理担当部局と

男女共同参画

部局や男女共

同参画セン

ターと連携し

て作成した。

男女共同参画

部局や男女共

同参画セン

ターの役割を

位置づけた。

作成や修正に

関する委員会

等の意思決定

の場に、庁内

の女性職員が

参画した。

住民参画によ
るワーク

ショップや意
見交換を実施
し、女性の意
見を聞くため
の工夫をし

た。

その他

北海道 〇 〇 〇
⻘森県 〇 〇 防災基本計画を踏まえ、男⼥共同参画に係る内容を記載した。
岩⼿県 〇 〇 〇
宮城県 〇 〇
秋⽥県 〇 〇 〇 〇
⼭形県 〇 〇
福島県 〇 〇 〇
茨城県 〇 〇
栃⽊県 〇 〇
群⾺県 〇 〇 〇 〇
埼⽟県 〇 〇 〇
千葉県 〇 〇 〇
東京都 〇 〇 〇 地域防災計画の修正にあたっては、⼥性や⾼齢者障害者などの参

画を拡⼤した防災会議において、委員から意⾒を聴取するなど、
男⼥平等参画その他の多様な視点に⼀層配慮した。
また、避難所管理運営の指針で、発災時に設置される避難所運営
委員会には、男⼥双⽅様々な年代や⽴場の⽅に参加してもらい、
よりきめ細やかな配慮ができる体制を確⽴するよう呼びかけてい
る。

神奈川県 〇 〇 〇 〇 〇 ・計画や避難所マニュアル策定指針を修正する際には、男⼥共同
参画部局からも意⾒等を聴取している。
・国の指針等を参考に避難所マニュアル策定指針を修正してい
る。

新潟県 〇 〇
富⼭県 〇 〇 避難所運営マニュアル策定指針において、男⼥共同参画の視点か

らの避難所運営について明記
⽯川県 〇 〇 ⽯川県避難所運営マニュアル策定指針を作成した際、避難所の運

営に関する事項について男⼥共同参画の視点を取り⼊れた。
福井県 〇 〇 〇 〇 ・県の地域防災計画に、「男⼥共同参画の視点に配慮した防災体

制の確⽴に努める。」と明記している
⼭梨県 〇 〇
⻑野県 〇 〇 〇 〇
岐⾩県 〇 〇 〇
静岡県 〇 〇 〇 〇 ⾃主防災組織の責任者⼜は副責任者への⼥性の登⽤や、防災委員
愛知県 〇 〇 〇
三重県 〇 〇 社会情勢や他の計画の動向を注視し、男⼥共同参画に関する視点

を取り⼊れるようにしている。
滋賀県 〇 〇
京都府 〇 〇 〇 〇 〇
⼤阪府 〇 〇
兵庫県 〇 〇 〇 〇 〇 避難所運営マニュアル策定時に⼥性委員による意⾒を反映。
奈良県 〇 〇
和歌⼭県 〇 〇
⿃取県 〇 〇
島根県 〇 〇 〇
岡⼭県 〇 〇
広島県 〇 〇 〇 内閣府のガイドライン、他⾃治体の取り組みを参考にした。
⼭⼝県 〇 〇 〇 〇
徳島県 〇 〇 〇
⾹川県 〇 〇
愛媛県 〇 〇 〇
⾼知県 〇 〇
福岡県 〇 〇 〇 〇 〇
佐賀県 〇 〇 〇
⻑崎県 〇 〇 〇 〇
熊本県 〇 〇 〇 〇
⼤分県 〇 〇
宮崎県 〇 〇
⿅児島県 〇 〇 〇 〇 〇 有識者会議を開催し，男⼥共同参画に関し専⾨的知⾒を持った有

識者の助⾔・提⾔を得た。
沖縄県 〇 〇

地⽅公共団体名

これまでに地域防災計画や避
難所運営に関するマニュアル
（手引き、ガイドライン、ひ
な形を含む）の作成・修正に
あたって、男女共同参画の視
点を取り入れるための取組を
していますか？（令和５年12

月31日時点）

地域防災計画や避難所運営に関するマニュアル（手引き、ガイドライン、ひな形を含む）
の作成・修正にあたり、男女共同参画の視点を取り入れるためにどのような取組を行って
いますか？

Q10 Q11



Q15

Q14でその他を選択した場合には回答

をお願いします。

はい いいえ Q13で「いい

え」と回答

（マニュアル

を作成してい

ない）

記載なし（マ

ニュアルはあ

るが、記載し

ていない）

プライバシー

の確保

情報の伝達、

コミュニケー

ションの確保

妊産婦、乳幼

児を持つ女性

への支援

避難所内での

託児所の設置

病人、障害

者、高齢者な

どの世話をし

ている方への

支援（ケア者

への支援）

女性への暴力

やセクハラ防

止のための安

全対策

避難所運営へ

の女性の参画

の推進

避難所を拠点

とした在宅避

難所・車中泊

者などへの支

援

その他

北海道 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
⻘森県 〇 〇 〇 〇 〇 〇
岩⼿県 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
宮城県 〇 〇
秋⽥県 〇 〇 〇 〇 〇 〇
⼭形県 〇 〇
福島県 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
茨城県 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
栃⽊県 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
群⾺県 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 ⼥性専⽤の物資（⽣理⽤品、⾐類等）

の確保や供給体制の整備
埼⽟県 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
千葉県 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
東京都 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
神奈川県 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
新潟県 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 県作成の避難所運営に関する指針等は

ないが、県地域防災計画に上記を直接
記述している。

富⼭県 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
⽯川県 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
福井県 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 県作成の避難所運営に関する指針等は

ないが、県地域防災計画に上記を直接
記述している。

⼭梨県 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
⻑野県 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
岐⾩県 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
静岡県 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
愛知県 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
三重県 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
滋賀県 〇 〇
京都府 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
⼤阪府 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
兵庫県 〇 〇 〇 〇 〇 〇
奈良県 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
和歌⼭県 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
⿃取県 〇 〇 〇 〇 〇 〇
島根県 〇 〇 「避難所における新型コロナウィルス

感染症対策のポイント」の中でプライ
バシーの保護を徹底するよう記述して
いる。また、⼥性や妊産婦に配慮した
避難所のレイアウトを⽰している。
（妊産婦専⽤スペース、授乳スペース
の確保など）

岡⼭県 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
広島県 〇 〇 〇 〇 〇
⼭⼝県 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
徳島県 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
⾹川県 〇 〇 〇 〇 〇
愛媛県 〇 〇
⾼知県 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
福岡県 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
佐賀県 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
⻑崎県 〇 〇 ・福祉避難所として機能するために必

要な施設整備の例
・必要な物資・機材の例
・専⾨的⼈材の確保の例 等

熊本県 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 ・⼦どもスペースの設置
・防犯対策として警察との連携

⼤分県 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
宮崎県 〇 〇
⿅児島県 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
沖縄県 〇 〇

地⽅公共団体名

避難所運営に関するマニュア

ル（手引き、ガイドライン、

ひな形を含む）を作成してい

ますか？（令和５年12月31日

時点）

避難所運営に関するマニュアル（手引き、ガイドライン、ひな形を含む）に次の項目が記載されていますか？

Q13 Q14



Q17

Q16でその他を選択した場合

には回答をお願いします。

Q13で「いい

え」と回答

（マニュアル

を作成してい

ない）

記載なし（マ

ニュアルはあ

るが、記載し

ていない）

更衣室 授乳室 おむつ替えス

ペース（大人

用、こども

用）

トイレ（男女

別、多目的）

間仕切り（感

染症予防の観

点のみからの

設置は含まな

い）

男女別洗濯物

干し場

簡易調理施設

（調乳や離乳

食・介護食の

調理等のた

め）

その他

北海道 〇 〇 〇 〇 〇
⻘森県 〇 〇 〇 〇 〇
岩⼿県 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 ⾵呂
宮城県 〇
秋⽥県 〇 〇 〇 〇 〇 〇
⼭形県 〇
福島県 〇 〇 〇 〇 〇 〇
茨城県 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 相談室
栃⽊県 〇 〇 〇 〇 〇 〇
群⾺県 〇 〇 〇 〇 〇 〇 ⼥性相談窓⼝の設置
埼⽟県 〇 〇 〇 〇
千葉県 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
東京都 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
神奈川県 〇 〇 〇 〇 〇
新潟県 〇 〇 〇 〇 県作成の避難所運営に関する

指針等はないが、県地域防災
計画に上記を直接記述してい
る。

富⼭県 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
⽯川県 〇 〇 〇 〇 〇 〇
福井県 〇 〇 〇 〇 〇 県作成の避難所運営に関する

指針等はないが、県地域防災
計画に上記を直接記述してい
る。

⼭梨県 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 ⼥性専⽤スペース、⼥性⽤相
談窓⼝

⻑野県 〇 〇 〇 〇 〇 〇
岐⾩県 〇 〇 〇 〇 〇 〇
静岡県 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
愛知県 〇 〇 〇 〇 〇 〇
三重県 〇 〇 〇 〇 〇
滋賀県 〇
京都府 〇 〇 〇 〇 〇
⼤阪府 〇 〇 〇 〇 〇 〇
兵庫県 〇 〇 〇 〇 〇 〇
奈良県 〇 〇 〇 〇 〇
和歌⼭県 〇 〇 〇 〇 〇
⿃取県 〇 〇 〇 〇 〇 〇
島根県 〇 「避難所における新型コロナ

ウィルス感染症対策のポイン
ト」の中で、更⾐室、授乳ス
ペース、おむつ交換スペー
ス、男⼥別のトイレ、間仕切
りの設置を⾏ったレイアウト
を⽰している。

岡⼭県 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
広島県 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
⼭⼝県 〇 〇 〇 〇 〇 〇
徳島県 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
⾹川県 〇 〇 〇 〇 〇
愛媛県 〇
⾼知県 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
福岡県 〇 〇 〇 〇 〇 〇
佐賀県 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
⻑崎県 〇
熊本県 〇 〇 〇 〇
⼤分県 〇 〇 〇 〇 〇 〇
宮崎県 〇
⿅児島県 〇 〇 〇 〇 〇
沖縄県 〇

地⽅公共団体名

避難所運営に関するマニュアル（手引き、ガイドライン、ひな形を含む）に男女共同参画の視点を考慮して、下記の設備の設置が記述されていますか？

Q16



Q20

Q19でその他を選択した場合には回答をお願いします。

はい いいえ Q18で「いい

え」と回答

（取組をして

いない）

物資の準備の

際にガイドラ

インの「備蓄

チェックシー

ト」を活用し

た。

物資の準備の

際に女性職員

や男女共同参

画部局の職員

が参画した。

公的な備蓄だけで
は対応できない事
態が生じることを
想定し、女性、乳
幼児等が必要とす
る物資の調達のた
め、倉庫業者や運
送業者等の関係団
体や企業との協定
や、他の地方公共
団体と災害援助協
定を締結した。

住民に平常時から
の備えを促すた

め、女性用品や乳
幼児用品を含む生
活必需品のローリ
ングストックや非
常時持出袋の準備
等について、防災
訓練や各種イベン
ト等を通じて啓発

した。

その他

北海道 〇 〇 〇 災害時における⾷料・飲料・⽣活⽤品等の物資供給のため、⼩売店・卸売店
等と協定を締結しており、要望に応じて、⼥性や乳幼児等が必要とする物資
の調達が可能。

⻘森県 〇 〇 〇
岩⼿県 〇 〇 〇
宮城県 〇 〇 〇
秋⽥県 〇 〇 〇
⼭形県 〇 〇 〇 〇 幼児⽤の液体ミルクや、⼥性⽤⽣理⽤品を備蓄している。
福島県 〇 〇 〇 粉ミルクや液体ミルク、⽣理⽤品を備蓄している。
茨城県 〇 〇 〇
栃⽊県 〇 〇 〇
群⾺県 〇 〇
埼⽟県 〇 〇 〇 〇
千葉県 〇 〇 〇 〇 ⼥性、乳幼児のための⽣活必需品（⽣理⽤品、おむつ）の備蓄を⾏ってい

る。
東京都 〇 〇 〇 〇 〇
神奈川県 〇 〇 県が設置する帰宅困難者⼀時滞在施設等に⽣理⽤品等の備蓄を⾏った。
新潟県 〇 〇 〇
富⼭県 〇 〇 〇 〇 ⼥性⽤品の現物備蓄
⽯川県 〇 〇 ⼥性防災⼠との意⾒交換会の際に備蓄に関しての意⾒をいただき対応した。

（⽣理⽤品など）
福井県 〇 〇 ・⼥性からの意⾒を取り⼊れ、調乳の⼿間のかからない液体ミルクを導⼊

し、保育の負担軽減を図った。
⼭梨県 〇 〇 〇
⻑野県 〇 〇 〇
岐⾩県 〇 〇
静岡県 〇 〇 〇
愛知県 〇 〇 〇
三重県 〇 〇 〇
滋賀県 〇 〇
京都府 〇 〇 〇
⼤阪府 〇 〇 ⼥性、乳幼児等が必要とする物資品⽬として、⽣理⽤品、紙おむつ、哺乳瓶
兵庫県 〇 〇
奈良県 〇 〇
和歌⼭県 〇 〇 〇
⿃取県 〇 〇 〇
島根県 〇 〇 〇
岡⼭県 〇 〇 〇
広島県 〇 〇 〇
⼭⼝県 〇 〇
徳島県 〇 〇 〇
⾹川県 〇 〇 〇 調製粉乳や⼦ども⽤紙おむつ等の乳幼児品や⼥性のための⽣理⽤品を備蓄し

ている。
また、⼥性の発症リスクが⾼いと⾔われているエコノミークラス症候群防⽌
の観点から、弾性ストッキングや携帯トイレの備蓄を⾏っている。

愛媛県 〇 〇 〇 〇
⾼知県 〇 〇 ・⾼知県備蓄⽅針にて、必要品⽬として⽣理⽤品を記載

・避難所運営マニュアル作成例において、⼥性⽤品の渡し⽅等の配慮が必要
な旨を記載

福岡県 〇 〇 〇 〇 〇
佐賀県 〇 〇
⻑崎県 〇 〇 〇 〇
熊本県 〇 〇
⼤分県 〇 〇 〇 〇 〇 ⽣理⽤品や乳幼児⽤品（おむつ、粉ミルク、液体ミルク、ほ乳瓶）を備蓄。

⽣理⽤品は⽣理⽤品とわかりにくいシンプルなパッケージのものを採⽤し、
避難者への配布時に⼈⽬が気になりにくいように配慮している。

宮崎県 〇 〇 〇
⿅児島県 〇 〇 ガイドラインの記載内容を踏まえ，⽣理⽤品の備蓄を⾏った。
沖縄県 〇 〇 〇

地⽅公共団体名

現時点（令和５年12月31日時

点）で物資の備蓄にあたり男

女共同参画の視点を取り入れ

ていますか？

物資の備蓄にあたり、男女共同参画の視点を取り入れるためにどのような取組を行っていますか？

Q18 Q19



Q23

Q22でその他を選択した場合には回答をお願いします。

はい いいえ Q21で「いい

え」と回答

（取組をして

いない）

自主防災組織
の役員に占め
る女性の比率
について地域
防災計画や自
主防災活動の
指針（手引

き、マニュア
ル、ガイドラ
インを含む）
で規定した。

自治会長や自
主防災組織の
男性リーダー
に対し、男女
共同参画の視
点の重要性に
ついての理解
促進や啓発を

行った。

女性による自
主防災組織の
形成を支援し

た。

その他

北海道 〇 〇
⻘森県 〇 〇
岩⼿県 〇 〇
宮城県 〇 〇 〇 県内のモデル地区へアドバイザーを派遣し、男⼥共同参画の視点からの地域防災を⽬的としたワークショップを⾏うなど、

地域重筋の防災活動へ⽀援を実施した。
秋⽥県 〇 〇
⼭形県 〇 〇
福島県 〇 〇
茨城県 〇 〇 ⾃主防災組織リーダー研修会で⼥性の視点の重要性や理解促進を⾏った。
栃⽊県 〇 〇
群⾺県 〇 〇
埼⽟県 〇 〇 ⼥性視点から防災を考える旨の項⽬を設けた「⾃主防災組織リーダーハンドブック」を県HPで公開するなど、⾃主防災組織

への⼥性の参画を促している。
千葉県 〇 〇
東京都 〇 〇 〇
神奈川県 〇 〇 ⾃主防災組織を活性化するため、⽇頃から熱⼼に活動している団体を取材し、県ホームページで紹介する取組を⾏ってお

り、⼥性が積極的に参加している団体にも取材し、県ホームページに掲載している。
新潟県 〇 〇 令和５年11⽉５⽇開催「⾃主防災シンポジウム2023in阿賀野」

演題 ⼥性の視点、多様な視点で取り組む防災・減災 〜東⽇本⼤震災の経験をふまえて〜
講師 NPO法⼈イコールネット仙台 常務理事 宗⽚ 恵美⼦ ⽒

富⼭県 〇 〇
⽯川県 〇 〇 ⼥性の防災リーダーの育成の必要性について、県が作成した「⾃主防災組織活動の⼿引き」において記載した。
福井県 〇 〇 地域の防災活動を担う防災⼠の養成研修に⼥性が参加
⼭梨県 〇 〇 防災リーダー向けの講座において、避難所運営等への⼥性参画の重要性を説明した。

また、地域圏域ごとに実施する防災リーダー研修において、⼥性を対象とした講座を実施した。
⻑野県 〇 〇
岐⾩県 〇 〇 ・「⼥性等の視点を踏まえた避難所運営推進事業費補助⾦（県単独事業、R5〜）」において、⼥性をはじめとする要配慮者

を交えた避難所運営検討会の開催を要件化している。
・地域防災計画に、⾃主防災組織づくりにあたっては⼥性の参画推進に努めるよう記載している。
・⼥性が中⼼となって活動を実施している団体の防災に関する取組や防災に関するイベントを紹介している（清流の国ぎふ
防災・減災センター）。

静岡県 〇 〇 〇
愛知県 〇 〇 県⺠への防災啓発イベントにおいて、⼥性消防クラブ連絡協議会に参加していただき、活動について広く周知した。
三重県 〇 〇
滋賀県 〇 〇
京都府 〇 〇
⼤阪府 〇 〇
兵庫県 〇 〇
奈良県 〇 〇
和歌⼭県 〇 〇
⿃取県 〇 〇 防災⼠をはじめとした地域防災リーダーの養成として、防災⼠研修への⼥性の積極的な推薦を働きかけた。

（R５年度︓⼥性防災⼠５５名登録予定）
島根県 〇 〇
岡⼭県 〇 〇
広島県 〇 〇
⼭⼝県 〇 〇 ⼭⼝県⾃主防災アドバイザー研修において、男⼥共同参画の視点を踏まえた避難所運営や⼥性が防災に参画することの重要

性について説明
徳島県 〇 〇
⾹川県 〇 〇
愛媛県 〇 〇 〇 ⾃主防災組織の中⼼となる防災⼠の養成において、⼥性の資格取得を促進している。
⾼知県 〇 〇 ・地域の防災活動の参考となるよう作成した「⾃主防災活動事例集」において、⼥性の参画や、視点を取り⼊れる取組事例

を紹介
福岡県 〇 〇 〇 〇 ⾃主防災組織を対象とした研修会を開催する際に、⾃主防災組織だけを対象とするのではなく、⼥性防⽕クラブや男⼥共同

参画団体にも募集を⾏い、可能な限り多様な⽅から参加してもらえるよう⼯夫している。
 また、研修会の講師を選定する際に、講師の性別に偏りが出ないように⼼掛け、積極的に⼥性の講師を選定する様に⼼掛
けている。

佐賀県 〇 〇 前年に引き続き⾃主防災組織リーダー研修会で、⼥性⽬線での避難所運営について講義及び演習を⾏った。
⻑崎県 〇 〇
熊本県 〇 〇
⼤分県 〇 〇 県内全防災⼠のうち⼥性防災⼠の割合を２０％とする⽬標を市町村とともに設定。

県と市町村が共同で実施する防災⼠養成研修の受講者について、⾃治会・⾃主防災組織に対し、⼥性を積極的に推薦するよ
う働きかけている。
また、県内⼥性防災⼠のネットワーク化を進める団体を⽀援している。

宮崎県 〇 〇
⿅児島県 〇 〇
沖縄県 〇 〇

地⽅公共団体名

これまで自主防災組織への女

性の参画を促すための取組を

していますか？（令和５年12

月31日時点）

自主防災組織への女性の参画を促すためにどのような取組を行っています
か？

Q21 Q22



Q26

Q25でその他を選択した場合には回答をお願いします。

はい いいえ Q24で「いい

え」と回答

（取組をして

いない）

女性を対象と

した防災リー

ダー養成講座

を実施した。

男女共同参画

の視点からの

防災をテーマ

にし、住民向

けの防災講座

やセミナーを

実施した。

女性を中心と
した防災訓練
を実施した。
もしくは、防
災訓練に女性
の参加者を増
やすための工
夫を行った。

「女性は炊き

出し訓練を行

う」など、性

別で役割を決

めつけない防

災訓練の実施

を促した。

その他

北海道 〇 〇 〇 道では、平常時の防災への取組促進や災害時の声かけなどのキーマンとなり、⾃治体や町内会などと連
携し活動していただく⽅を、北海道地域防災マスターとして認定しており、⼥性の認定研修会への積極
的な受講を促すためのリーフレットを作成した。

⻘森県 〇 〇 〇
岩⼿県 〇 〇
宮城県 〇 〇 〇 ⼥性防災リーダーを対象とした、防災セミナーを開催した。
秋⽥県 〇 〇 地域での防災活動の中核となる⼈材としての防災⼠を養成し、地域の防災⼒向上を⽬的として実施した

「防災⼠養成事業（研修講座）」の受講者募集にあたり、地域防災における男⼥共同参画推進の観点か
ら、⼥性の積極的な参加を呼びかけている

⼭形県 〇 〇
福島県 〇 〇
茨城県 〇 〇 〇 ⾃主防災組織リーダー研修会で⼥性の視点の重要性や理解促進を⾏った。
栃⽊県 〇 〇 〇 〇 防災ハンドブックの作成による⼥性参画の推進
群⾺県 〇 〇
埼⽟県 〇 〇
千葉県 〇 〇 〇 〇
東京都 〇 〇 〇 〇
神奈川県 〇 〇 「⼥性防災講座」を実施(平成29年度〜令和元年度）
新潟県 〇 〇 〇 令和５年11⽉５⽇開催「⾃主防災シンポジウム2023in阿賀野」

演題 ⼥性の視点、多様な視点で取り組む防災・減災 〜東⽇本⼤震災の経験をふまえて〜
講師 NPO法⼈イコールネット仙台 常務理事 宗⽚ 恵美⼦ ⽒

富⼭県 〇 〇
⽯川県 〇 〇 〇
福井県 〇 〇
⼭梨県 〇 〇
⻑野県 〇 〇
岐⾩県 〇 〇 〇 ・「⼥性等の視点を踏まえた避難所運営推進事業費補助⾦（県単独事業、R5〜）」において、⼥性をは

じめとする要配慮者を交えた避難所運営検討会の開催を要件化している。
・⼥性が中⼼となって活動を実施している団体の防災に関する取組や防災に関するイベントを紹介して
いる。（清流の国ぎふ 防災・減災センター）

静岡県 〇 〇 〇
愛知県 〇 〇 ⼥性の消防団への加⼊を促進するため啓発活動を⾏った。
三重県 〇 〇 〇
滋賀県 〇 〇 〇 〇 〇 〇 ⼥性の視点を加えた防災対策に関する啓発カードを作成した。
京都府 〇 〇 〇 〇 ・京都府⼥性（婦⼈）防⽕クラブ連絡協議会として、⼥性で構成される⾃主防災組織である⼥性防⽕ク
⼤阪府 〇 〇
兵庫県 〇 〇 〇 ⼥性の消防団への加⼊を促進するため⽀援を実施
奈良県 〇 〇 地域住⺠に対する研修において、⼥性視点を取り⼊れた資料（ハンドブック）を活⽤し、⼥性の視点か

らの災害対応について周知・啓発を⾏い、⼥性の視点からの災害対応について考える機会を設けた。

和歌⼭県 〇 〇
⿃取県 〇 〇 ⼥性を含め⼦ども・⾼齢者等の多様な地域住⺠を巻き込んだ防災活動の重要性について、地域防災活動

のリーダー等に対して研修を開催した。
島根県 〇 〇
岡⼭県 〇 〇 〇
広島県 〇 〇
⼭⼝県 〇 〇
徳島県 〇 〇
⾹川県 〇 〇
愛媛県 〇 〇 〇 〇 〇 ⾃主防災組織の中⼼となる防災⼠の養成において、⼥性の資格取得を促進している。
⾼知県 〇 〇 〇 ・地域の防災活動の参考となるよう作成した「⾃主防災活動事例集」において、⼥性の参画や、視点を

取り⼊れる取組事例を紹介
・令和４年度に実施したWEBアンケート（防災への⼥性参画）の調査結果等を情報紙に掲載し、防災・
減災活動に⼥性の視点を取り⼊れる必要性について周知

福岡県 〇 〇 〇 〇 〇 ⼥性に限定した研修会は開催していないが、募集の段階で様々な団体に声を掛けており、男⼥問わず多
様な⽅々に参加していただいている。

佐賀県 〇 〇 〇
⻑崎県 〇 〇 ⼥性消防団員の⼊団促進のための動画作成、勧誘対策研修会の開催
熊本県 〇 〇 〇 地域防災リーダー養成講座実施にあたり、託児所を設置し、⼥性や育児を担う⼈が参加しやすくしてい

る。
⼤分県 〇 〇
宮崎県 〇 〇
⿅児島県 〇 〇
沖縄県 〇 〇

地⽅公共団体名

これまで地域の防災活動に女

性が参画するための取組をし

ていますか？（令和５年12月

31日時点）

地域の防災活動に女性が参画するためにどのような取組を行っていますか？

Q24 Q25



Q30

Q29でその他を選択した場合には回答をお願いします。

本部員の総数

（人）

うち女性人数

（人）

はい いいえ Q28で「いい

え」と回答
（災害対策本
部が設置され
ていない）

災害対策本部

の構成員に男

女共同参画担

当部局の長、

又は男女共同

参画センター

長を配置し

た。

災害対策本部や

下部組織（避難

所対策チーム

等）、事務局組

織に女性職員、

男女共同参画担

当部局、男女共

同参画センター

の職員を配置し

た。

その他 取組をしてい

ない

北海道 16 0 〇 〇
⻘森県 16 1 〇 〇 〇
岩⼿県 22 1 〇 〇
宮城県 19 0 〇 〇
秋⽥県 16 1 〇 〇 〇
⼭形県 24 5 〇 〇
福島県 21 1 〇 〇 〇
茨城県 21 0 〇 〇
栃⽊県 16 2 〇 〇
群⾺県 21 8 〇 〇
埼⽟県 22 0 〇 〇 〇
千葉県 15 4 〇 〇 〇
東京都 35 5 〇 〇
神奈川県 30 4 〇 〇
新潟県 22 2 〇 〇
富⼭県 27 5 〇 〇
⽯川県 17 4 〇 〇
福井県 16 2 〇 〇
⼭梨県 22 2 〇 〇
⻑野県 17 1 〇 〇
岐⾩県 18 2 〇 〇
静岡県 22 1 〇 〇 〇
愛知県 29 2 〇 〇 〇
三重県 23 3 〇 〇
滋賀県 16 4 〇 〇
京都府 28 3 〇 〇
⼤阪府 24 0 〇 〇
兵庫県 22 2 〇 〇
奈良県 22 1 〇 〇
和歌⼭県 14 0 〇 〇
⿃取県 19 3 〇 〇 〇 〇 Ｑ２９の職員配置は、男⼥共同参画の視点からの取組も含めて、

当該災害に限らず配置しているもの。（Ｑ２９の補⾜事項として
「その他」を選択してこの欄に記⼊しています）

島根県 17 2 〇 〇
岡⼭県 17 3 〇 〇
広島県 17 4 〇 〇
⼭⼝県 18 0 〇 〇 〇
徳島県 14 0 〇 〇
⾹川県 16 0 〇 〇
愛媛県 21 1 〇 〇 〇
⾼知県 19 1 〇 〇
福岡県 14 3 〇 〇 〇
佐賀県 15 2 〇 〇
⻑崎県 18 1 〇 〇
熊本県 17 0 〇 〇
⼤分県 23 0 〇 〇 災害対策本部の本部員は各部局の⻑、下部組織の担当班⻑（副班

⻑）は関係課の課⻑が構成員となっています。
本県では、⼤分県⼥性職員活躍推進⾏動計画を策定し、管理職の
⼥性割合の⽬標を設定し、取り組みを進めているところです。
男⼥共同参画担当部局は、被災地や被災者のニーズを把握し、災
害ボランティアセンターからの情報の集約及び情報発信や、ボラ
ンティア受⼊の総合調整を⾏うようになっています。
今回の災害対応後、避難所⽣活の実態を把握するため調査を実施
しています。

宮崎県 13 1 〇 〇
⿅児島県 18 2 〇 〇
沖縄県 20 4 〇 〇

地⽅公共団体名

地域防災計画で計画している災害対策本
部の本部員の総数（本部長を含む）と、
そのうちの女性職員数を教えてくださ
い。（令和5年12月31日現在）

※本設問では災害対応時の最高意思決定
機関である「本部会議」に出席する意思
決定層（本部員）の人数を計上してい
る。

令和５年１月１日から令和５

年12月31日までの間に、災害

対策本部（災害対策基本法で

定義される災害対策本部に限

る。）が設置されましたか？

災害対策本部において、男女共同参画の視点からの取組を行いましたか？

Q27 Q28 Q29



Q32 Q35

Q31でその他を選択した場合には回答

をお願いします。
Q34でその他を選択した場合は回答をお願いします。

特にしてい

ない

女性職員が
宿直等を安
全・安心に
行える環境
の整備をし
ている。

庁舎内で一

時的にこど

もを預かる

ための場

所、人材を

確保してい

る。

民間の保育事

業者や介護事

業者等とこど

もや要配慮者

等の一時預か

りに関する協

定を提携して

いる。

メンタルヘ
ルスケアを
行ってい

る。

その他 はい いいえ Q33で「いい

え」と回答

（避難所が開

設されていな

い）

市町村にガイ
ドライン・避
難所チェック
シートの周知
及び活用の依
頼をした。

プライバシー
の確保に関す
る指導・依頼
を行った。

男女別のトイ

レ・物干し場・

更衣室・休憩ス

ペース・入浴施

設、及び授乳室

の設置に関する

指導・依頼を

行った。

要配慮者への
配慮に関する
指導・依頼を

行った。

女性の視点を
踏まえたトイ
レ・入浴施設
の設置に関す
る指導・依頼
を行った。

女性に対する
暴力の防止・
安全確保の取
組に関する指
導・依頼を
行った。

避難所の運営
体制への女性
の参画に関す
る指導・依頼
を行った。

女性、男性、
育児・介護を
行う世帯等の
多様なニーズ
の把握に関す
る指導・依頼
を行った。

その他 取組をしてい

ない

北海道 〇 〇 〇
⻘森県 〇 〇 〇
岩⼿県 〇 災害警戒業務に際して、⼥性職員が宿直

を安全安⼼に⾏うための環境が整備され
るまでの間、⼥性職員には週休⽇、休⽇
の⽇直を割り当てている。

〇 〇

宮城県 〇 〇 〇
秋⽥県 〇 〇 〇 〇
⼭形県 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
福島県 〇 〇 〇
茨城県 〇 〇 〇 ⼥性職員の宿直等に係る環境整備に関し

ては、⼤規模災害時に全庁的に災害対応
業務に当たる場合に使⽤できるよう、既
存の休憩室等を開放することとしてい
る。

〇 〇 県において、男⼥共同参画の視点への配慮も踏まえた「市
町村避難所運営マニュアル基本モデル」を作成し、避難所
運営において配慮すべき点を市町村へ⽰した。

栃⽊県 〇 〇 〇
群⾺県 〇 〇 〇
埼⽟県 〇 〇 〇 〇
千葉県 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 避難所の開設に備え、県で作成している「避難所運営の⼿

引き」を参考に適切に対応するよう市町村に周知した（令
和5年台⾵第13号）
⼿引きには、プライバシーの確保やトイレ・物⼲し場等に
おける配慮、避難所運営への⼥性の参画等幅広く記載して
いる。

東京都 〇 〇 〇 〇
神奈川県 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
新潟県 〇 〇 〇
富⼭県 〇 〇 〇 〇
⽯川県 〇 〇 〇
福井県 〇 本⼈が希望する場合を除き、⼥性職員は

宿直の当番にあてないよう考慮している
〇 〇 令和４年度の県総合防災避難訓練において、避難所施設内

における性犯罪等各種犯罪の抑⽌のため、男⼥ペアでの警
察官等によるパトロール訓練を実施

⼭梨県 〇 〇 〇 〇
⻑野県 〇 〇 〇 〇
岐⾩県 〇 〇 〇
静岡県 〇 〇 〇 〇 〇
愛知県 〇 〇 〇
三重県 〇 〇 〇 〇
滋賀県 〇 〇 〇 〇
京都府 〇 〇 〇 〇 〇
⼤阪府 〇 〇 〇
兵庫県 〇 〇 〇
奈良県 〇 〇 〇
和歌⼭県 〇 〇 〇 避難所開設にあたり特別に通知等の発出は⾏っていない。

Q13〜Q16 で回答しているとおり、市町村向けに県が作成
した「避難所運営マニュアル作成モデル」には男⼥共同参
画の視点などを取り⼊れており、毎年度はじめに市町村担
当課⻑会議において県のモデルの内容を踏まえて各市町村
の避難所運営マニュアルを改定するように依頼している。

⿃取県 〇 〇 〇
島根県 〇 〇 〇
岡⼭県 〇 〇 〇
広島県 〇 〇 〇
⼭⼝県 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
徳島県 〇 〇 〇 〇
⾹川県 〇 〇 〇
愛媛県 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 開設時についてはないが、事前に周知等を⾏っている。
⾼知県 〇 〇 〇 〇
福岡県 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
佐賀県 〇 〇 〇 〇 〇
⻑崎県 〇 〇 〇
熊本県 〇 〇 〇
⼤分県 〇 〇 〇 〇
宮崎県 〇 〇 〇
⿅児島県 〇 〇 〇
沖縄県 〇 〇 〇

地⽅公共団体名

令和５年12月31日時点において、災害対応業務に参画する女性職員・男性職員に対

する支援対策を行っていますか？

令和５年１月１日から令和５年12月31

日までの間に、所管の市区町村におい

て避難所が開設されましたか？（福祉

避難所や地方公共団体が開設した指定

避難所以外の避難所を含む）

避難所の開設・運営にあたり、所管の市区町村に対し、男女共同参画の視点からの取組を行いましたか？

Q31 Q33 Q34



Q37 Q40

Q36でその他を選択した場合には回答を

お願いします。

Q39でその他

を選択した場

合には回答を

お願いしま

す。

Q33で「いい

え」と回答

（避難所が開

設されていな

い）

女性、男性、
育児・介護を
行う世帯等の
多様なニーズ
の把握に関す
る指導・依頼
を行った。

女性用品、乳

幼児用品等の

物資や食料の

提供に関する

指導・依頼を

行った。

その他 取組をしてい

ない

はい いいえ Q38で「いい

え」と回答

（復興対策本

部が設置され

ていない)

復興対策本部

の構成員に女

性を配置し

た。

復興対策本部

の事務局組織

に女性職員、

男女共同参画

担当部局、男

女共同参画セ

ンターの職員

を配置した。

その他 取組をしてい

ない

北海道 〇 〇 〇
⻘森県 〇 〇 〇
岩⼿県 〇 〇 〇
宮城県 〇 〇 〇
秋⽥県 〇 〇 〇
⼭形県 〇 〇 〇 〇
福島県 〇 男⼥共同参画の視点に特化したもので

はないが、被災⾃治体においては、⾃
治体職員や社協職員による在宅避難者
への⼾別訪問を⾏い、多様なニーズの
把握に努めた。
県では、関係者と情報共有会議を実施
する等して、上記に係る情報収集を適
宜⾏った。

〇 〇

茨城県 〇 県において、男⼥共同参画の視点への
配慮も踏まえた「市町村避難所運営マ
ニュアル基本モデル」を作成し、避難
所運営において配慮すべき点を市町村
へ⽰した。

〇 〇

栃⽊県 〇 〇 〇
群⾺県 〇 〇 〇
埼⽟県 〇 〇 〇
千葉県 〇 〇 〇
東京都 〇 〇 〇
神奈川県 〇 〇 〇
新潟県 〇 〇 〇
富⼭県 〇 〇 〇
⽯川県 〇 〇 〇
福井県 〇 〇 〇
⼭梨県 〇 〇 〇
⻑野県 〇 〇 〇
岐⾩県 〇 〇 〇
静岡県 〇 〇 〇
愛知県 〇 〇 〇
三重県 〇 〇 〇
滋賀県 〇 〇 〇
京都府 〇 〇 〇
⼤阪府 〇 〇 〇
兵庫県 〇 〇 〇
奈良県 〇 〇 〇
和歌⼭県 〇 〇 〇
⿃取県 〇 〇 〇
島根県 〇 〇 〇
岡⼭県 〇 〇 〇
広島県 〇 〇 〇
⼭⼝県 〇 〇 〇
徳島県 〇 〇 〇
⾹川県 〇 〇 〇
愛媛県 〇 〇 〇 開設時についてはないが、事前に周知

等を⾏っている。
〇 〇

⾼知県 〇 〇 〇
福岡県 〇 〇 〇 〇
佐賀県 〇 〇 〇
⻑崎県 〇 〇 〇
熊本県 〇 〇 〇
⼤分県 〇 〇 〇
宮崎県 〇 〇 〇
⿅児島県 〇 〇 〇
沖縄県 〇 〇 〇

復興対策本部において、男女共同参画の視点からの取組を行いましたか？
在宅避難、車中泊避難を含む避難所以外の避難者について、所管の市区町村
に対し、男女共同参画の視点からの取組を行いましたか？

令和５年１月１日から令和５
年12月31日までの間に、復興
対策本部が設置されました
か？（過去の災害について復
興対策本部が設置されている
場合においても、「令和５年1

月1日～12月31日」の間に活動
を行った場合は該当する。）

Q39

地⽅公共団体名

Q36 Q38



Q42 Q43

Q41でその他

を選択した場

合には回答を

お願いしま

す。

その他に男女共同参画の視点からの防災に関して取り組んでいることがあり
ましたら記載をお願いします。特にない場合には、「特になし」と回答して
ください。

Q38で「いい

え」と回答

（復興対策本

部が設置され

ていない）

復興計画の策定に

向けた委員会等に

おいて女性委員の

割合を増やす等、

女性の参画を促し

た。

復興計画委員

会の下部組織

（分科会）に

女性の参画を

促した。

生活再建支援
として、女性
の視点からの
取組を行っ

た。

その他 取組をしてい

ない

北海道 〇 特になし
⻘森県 〇 本県男⼥共同参画センター指定管理業務として、地域の男⼥共同参画の視点を

取り⼊れた防災体制づくりに向け、市町村、⾃治会等からの要望による研修会
への講師派遣を⾏っている（年３団体程度）。

岩⼿県 〇 特になし
宮城県 〇 特になし
秋⽥県 〇 特になし

⼭形県 〇 特になし
福島県 〇 〇 〇 特になし
茨城県 〇 特になし
栃⽊県 〇 特になし
群⾺県 〇 特になし
埼⽟県 〇 ⑴県⺠に対する意識啓発のため、次の取組を⾏っている。

 ①県男⼥共同参画推進センター職員を講師として市町村等へ派遣し、出前講
座を実施している。
 ②防災関連のパネル（２種類）を作成し、県男⼥共同参画推進センター内で
の展⽰や、市町村へ貸出しを⾏っている。
⑵被災者⽀援として、埼⽟県内在住の東⽇本⼤震災被災者相互の交流事業を⺠
間団体と共催している。

千葉県 〇 特になし。 特になし
東京都 〇 特になし
神奈川県 〇 特になし
新潟県 〇 特になし
富⼭県 〇 特になし
⽯川県 〇 特になし
福井県 〇 特になし
⼭梨県 〇 特になし
⻑野県 〇 特になし
岐⾩県 〇 特になし

静岡県 〇 特になし
愛知県 〇 特になし
三重県 〇 特になし
滋賀県 〇 特になし
京都府 〇 特になし
⼤阪府 〇 特になし
兵庫県 〇 特になし
奈良県 〇 特になし
和歌⼭県 〇 特になし
⿃取県 〇 特になし
島根県 〇 男⼥共同参画の視点から、平常時及び災害時における男⼥共同参画担当部局及

び男⼥共同参画センターの防災にかかる役割を整理し、明確化を図った。
岡⼭県 〇 特になし
広島県 〇 特になし
⼭⼝県 〇 特になし
徳島県 〇 特になし
⾹川県 〇 ⾹川県婦⼈団体連絡協議会において、⼥性の防災⼈材育成に向け、防災に意欲

のある⼥性リーダーを育成しており、市町に対して当該⼈材の活⽤を働きかけ
ている。
男⼥共同参画協働事業において、「男⼥共同参画の視点に⽴った防災体制の確
⽴」というテーマで講演会及びパネルディスカッションを実施した。

愛媛県 〇 特になし
⾼知県 〇 特になし
福岡県 〇  男⼥共同参画に特化したわけではありませんが、令和６年３⽉に本県におい

て、内閣府の事業を活⽤した避難所運営に係る研修を開催することとなってい
るが、参加者の募集をする際に、性別年齢問わず可能な限り多様な⽅々に参加
してもらいたいという意向から、様々な関係団体へ募集を⾏っている。

佐賀県 〇 特になし
⻑崎県 〇 特になし
熊本県 〇 特になし
⼤分県 〇 特になし
宮崎県 〇 特になし
⿅児島県 〇 特になし
沖縄県 〇 特になし

Q41

地⽅公共団体名

その他、復旧・復興にあたり、男女共同参画の視点からの取組を行いましたか？


